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1は じ め に.
われわμは本年4月 に!わ が国㊧企業における事業部制組織の管理制度や事
'業部長の自主性の実態を解明するために,郵 送に よるアソケー ト調査を行なっ
ま
た。質問調査票のデザイソは,日 米比較を しようとする意図から,ヴ ァソシル
(1)
(R.F.Vancil)が 開発 したものにほぼ しだがっている。本稿は,ア ソケー ト
にたいす る回答の集計結果を報告するとともに,す でに行なわれているヴァソ
シルの調査結果 との比較を通 じて,わ が国の事業部制組織の特徴をさぐろうと
するものである。
II調 査 の 意図 と方 法
1
1.問 題 意 識 と調 査 項 目
(2)(3)
チ ャン ドラー(A・D.Chandler)'の 研 究 を導火線 として多数 の調査 が 行 な
原稿受領日1980年11月19日
.*こ の調査は文部省特定研究費の補助を受けた駅究の一部である。(この特定研究に
おける筆者担当の研究テーマは 「組織現象の国際比較」で嫡 ・)ま た・筆者の内
地研究とそれに引き続 く研修期間中に行なわれたものであり,質 問調査票の作成と
その郵送実施にあたっては,占 部都美教授(神 戸大学)か ら貴重な助言と援助をい
ただいた。記して感謝する次第である。
(1)〔17〕pp.365-384.
(2)〔4〕..
(3)〔13〕 および 〔6〕Chap.3を 参照。 なお,わ が国企業の多角化傾向の分析は
〔19〕によって行なわれている。
[41]
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われ,現 代の大企栄はますます多角化す る傾向にあり,そ れに対応 して事業部
制組織を採用する企業の割合 も大き くな っていることが明らかにされている。
しか しなが ら,い うまでもな く,組 織設計の問題は 「多角化 したら事業部制を
とれば よい」とい うような単純なものではない。 「職能制か事業部制か」 とい
(4)
う問題は,組 織設計問題の一部ではあるが全部ではない。
われわれの基本的な問題意識は,事 業部制 とい う組織形態にも様 々なヴァリ
(5)
エーシ ョソが存在するであろ う,と い うところにある。そ こで,事 業部制組織
に特有 と思われ る組織現象について,わ が国の企業の実態は どうなっているか,
企業聞でどのよ うに相違するかを調査 し,さ らに、は米国の実態 と対比 しようと
したのである。
それでは,事 業部制企業におけ る特有の組織設計問題 とは何であろ うか。標
準的な定義を掲げれば,事 業部制組織 とは,「 トップ ・マネジメン トの下に部
門組織を製品別,地 域別あるいは得意先別に部門化し,独 自の利益責任を もつ
自主瞥 経騨 位とし傭 郷 を謝 ・畝 にたいし紛 権化を徹 う分儲
理組 織」で ある。 そ して,「 各事 業部 は… …利益 管理単位 ……をなす こ とを第
一 の特徴 としてい る6次 に,そ の利益 責任 を果 たすために必要 な生 産,営 業,
管理,製 品開発 な どの職能を事業 部に統合 し,事 業部 は 自己完結性 を もち,他
部 門にた い して独立 性を もつ ことを第二 め特 徴 とし,そ して各事業部に たい し
て大幅 な分権化 が行 なわれ,事 業 部は分権 管理 の単位 をな して くる ことを第 三
(7)
の特徴 と してい る。」
(4)た とえばガルブレイスは,組 織設計変数として,タ スク,構 造,情 報 ・決定シス
テム,成 員,報 酬システムの5つ をあげている。 〔5〕Chap.2.ま た 〔18〕も参
照。職能制か事業部制かという問題は,こ れらの変数のうちの携造変数にかかわる
問題であり,し かも種々の構造次元の一つにすぎない。事業部制を採用するにあた.
っては,他 の組織設計変数をも同時に考慮 し,種 々の組織設計変数間に適切な適合
関係をつ くり出さねぽならない。
(5)〔1〕,〔2〕 〔3〕,〔9〕〔10〕〔11〕を参照。
(6),(7)〔16〕257頁 。さらに,同 書によれば,「 本社スタッフ部門はゴ各ライン事
業部にたいして専門的な助言とサービスを提供す るスタッフ任務に徹し,業 務手続
や方法の標準化を避け,ラ イン ・スタッフ組織を確立するところに,事 業部制の第
四の特徴がある。」そして,「 トップ ・マネジメン トは,企 業戦略,組 織計画,経
営者育成,事 業部の業績評価,設 備投資などの資源配分を行なうことを任務とする
のが,第 五の特徴をなしている。」
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すなわち,・事業部制組織において各事業部は,利 益管理単位であること,自
己完結性を もつ こと,お よび,分 権管理の単位であることをその3つ の特徴 と
している。われわれの調査はこの3つ の特徴が現実にはどのようになっている
かを明 らかにしようとした ものであるbこ れ らの特徴を把握するためのより詳
細な調査項 目と回答結果は次節で述べよう。われわれは,第 二の特徴を 「事業
部の自己充足性」,第 一の特徴を 「管理制度」,第 三の特徴を 「事業部長の意
思決定の自主性」の問題 として論ず るであろ う。
2.調 査 対象 と アンケ ー ト回収 状況
質問調査票は東京証券取引所第一部上場の製造業(食 品からその他製造 まで)
574社 にたいして郵送された。回答をよせた企業は104社(回 収率18.1%)で あ
り,こ の うち事業部制を とっている企業は26社(25%)で あった。回答企業の
業種別内訳は表1の とお りである。集計 ・分析の対象になるのは事業部制を採
用 している企業だけである。 なお質問調査票は 「本社にたいする質問調査票」
表1ア ンケート回収状況
業 種
???????????????
??? ?? ????
??????? ?
送付総数
574
?
?
??
?????
回 答 企 業 数
総 計
1q4
? ????? ? ??
事 業
部.制
26
?? ??
非事業
部 制
78
? ?????? ??
?
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と 「事業部長にたいする質問調査票」の二部か ら成 っているが,後 者にたい し
ては26社 のうち4社 の回答は白紙であった。 したがって,以 下の集計 ・分析 の
対象 となる有効回答数は,「 本社にたいする質問調査票」が26,「 事業部長に
たいする質問調査票」が22で ある。
回答企業 のうち事業部制をとっている企業の割合が25%と い うことは,も ち
ろん,わ が国企業全体における事業部制企業の割合が25%で あることを意味す'
るものではない。 非事業部制企業のほ うが事業部制企業 よりも回答がきわめて
簡単であるからである。(な お,こ の調査における事業部制組織 とは,「 その
内部に別個の利益責任単位 となっている事業部を有する組織形態」をさしてい
る。)実際には,事 業部制採用企業の割合はもっと大きい。'因みに,関 西生産性
(8)
本部の調査に よれば,お れわれの調査 と同 じ業種についてみると,昭 和50年 に
,,(9)
おいて事業部制企業の割合は44,1%で あ り,経 済同友会の調査に よれば,昭 和
54年 現在その割合は46%(一 部事業部制を含めると61%)に 達 している。
つ導 葡 酪 をよせ擦 業綿 採用蝶 の欄 売縞 と多勉 戦略%
イ ブを,ヴ ァソシルの調査 におけ るそ れ と対比 して表2,表3に 示 してお く。
日米比較に あた っては,事 業部制組織 の具体 的な展開に影響 を及ぼす と思われ'
る要 因を コン トロール して換討 す る必要 があ るか らであ る。年 間売上 高規模 の
ク ラス分け は対 比のた めに ヴァソシルの分 け方に したが っているo多 角化戦略
の タイ プは ル メル ト(R.P.Rumelt)の分 類法 に よる。 ヴ ァソ シルのばあい
は 回答企 業 自 らに分類 して もらってい るが,わ れわ れは各社 の有価証券報告書,
⑪ し
会 社四季報,お よび吉原氏 らに よる分類を参 考に して判定 した。
(8)〔7〕47頁 。回答企業総数256社 のうち,事 業部制採用企業は113社 である。
(9)〔8〕42頁 。回答企業総数526社 のうち,事 業部制28.5%,事 業本部制16%,事 業
部制+事 業本部制1.5%で ある。なお,職 能制+事 業部制などの一部事業部制形態
が15,0%あ る。ただし,こ れは全業種についてみた数値である。
⑩ 表2,3の 米国の数値はそれぞれ 〔17〕p.153,表A-2,μ154,表A-3によ
る。米国企業の売上高は1974年 度のものであり,1ド ル=210円 で換算した。わが
国の企業の売上高は1979年 度のものであり,『 東洋経済統計月報』(1980年8月)
による。なお,米 国のぼあい,製 造業については,質 問票送付総数684,回 答数313
(回収率46%)・,う ち事業部制採用企業296(95%)で あ り,事 業部制採用企業の
割合が非常に高い。 〔17〕p,14.
⑪ 〔19〕2-6頁.
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表2有 効回答企業の売上高
売 上
?
日 本1米 周
0億 円 以上 一
52.5-
105-
210-
420-
630'-
840-
1,260一
52,5億 円未 満
105
210
420
630
840、
1,260.
2,100
2,100慮 円 以 上
0社(0%)
0(0)
0(0,)
4(15)
3(12)
3(12)
3(12)
4(15)
9(35)
3社(1%)
4(1)
23(9)
48(18)
34(13)
19〈7)
33(12)
33(12)
72(27)
計 1雛(1・ ・%)'1269社(…%)
表3有 効回答企業の多角化戦賂
多 角 化 戦 略 の タ イ プ 日 本1米 国
専 業 戦 略
本 業 中 心 多 角 化 戦 略
関 連 分 野 多 角 化 戦 略
非 関 連 的 多 角 化 戦 ・略
o社(o%)
4(15)
21(81)
1(4)
59社(20%)
80(28)
65(22)
87(30)
計 126社 (…%)129・ 社(…%)
売上高規模についてみると,わ が国の標本には210億 円未満の企業はないが
米国のそれは11%あ る。そ して,ほ ぼその分だけ,わ が国の標本には年間売上
'
高が2,100億 円をこ,える企業が多い。 、
多角化戦略でみると,わ が国の回答企業は80%以 上が関連分野多角化型に集
中 しているが,米 国の回答企業の多角化戦略は4圏つのタイプにちらばっている。
III調 査 結果 と日米比較
1.事 業部 の 自己充 足性
事業部制組織 とは,い わば一つの企業のなかに複数の 自立的なサブ企業(事
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業部)を 設ける組織形態である。 したがって,上 述の ように理念的には,各 事
業部はその製品の生産 ・販売に必要なライソ職能およびスタッフ職能をもつべ
きである。そ して本社は もっぼら,全 社的な計画や コソ トロールや資源配分と
各事業部にたいす るサービス的なスタッフ任務に徹するもの と考えられる。
このような理念的な事業部制形態においても,本 社が存在 して種 々の機能を
遂行 しているのであるから,事 業部の自立性は不完全である。 より具体的にい
充ば,事 業部の利益算定に用い られる費用のなかには(本 社費を事業部に負担'
させ るな らぽ),事 業部長が直接的な管轄権をもたない資源の利用か ら発生す
る費用 も含まれ るのである。そして,企 業の全スタッフ的活動の うちで本社が
どの程度の割合を遂行するかは,企 業に よって異なるであろう。
さらに現実にに,理 念的な形態の事業部制をとることが困難であった り,不
利益になることも多い。物的な施設や設備などの物理的な分割が困難であるば
あいや,複 数の事業部の間で生産や販売な どのライソ職能において共通関連性'
が強いばあいである。 このばあいには,規 模の経済やシナジー効果を実現す る
ために,事 業部が自立的に活動するのに必要な施設や職能の一部を,各 事業部
長の直接的な管轄下にはおかずに,別 個の組織単位に集約 し,本 社の管轄下に
お くことが行なわれる,か くて事業部は,そ の主要なライソ職能においても完
全には自立的でないことも多い。
このように して,事 業部長は,自 らの事業を自立的に行な うのに必要な資源
の一部にたいす る直接的な管轄権限を失な う。そればか りではない。事業部間
に財やサービスの移転があるときには,財 やサービスを提供する側の事業部で
は,そ の管轄下にある資源についても完全に 自由な決定権限を行使できない。
その資源の一部の利用方法において,財 やサ ービスの供給先の事業部の要求に
合わせねばならないからである。また,他 の事業部か ら財やサービスの提供を
受ける側の事業部においても,自 らが直接的な管轄権を もたない資源の利用か
ら発生する費用を負担 しなければならないのである。 し
か くて,事 業部の自立性は制約された ものである。制約される程度は,第1
に,事 業部がその製品を生産 ・販売するのに必要なライソ職能 とスタッフ職能
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の うちで,本 社(あ るいはその管轄下にある別個の組織単位)お よび他の事業
、 部に よって遂行される活動の割合によって規定される。そ して第2に は,そ れ
らの活動に要 した費用を どのような基準によって事業部に配賦 した り,振 替え
た りするかとい5会 計的制度の影響を受けるのである。本項では第1の 側面を
扱い,第2の 側面は次項においてとりあげることに しよう。'
(1)複 数の事業部に貢献する共通的職能部門
まず,2つ 以上の事業部のために貢献する共通的な製造部門,販 売部門,研
髄究開発部門および物流部門が存在す るかどうか
。そ して,も し存在するならば,
その共通の職能部門がその貢献を受け る事業部の当該の職能活動の 何 パ 』 セ
ソ トを遂行 しているかを尋ねた。回答を集計すると,表4お よび表5の ように
⑫
なった。
表4に おいて,米 国のばあいはヴァソシルも指摘するように,販 売,物 流,
表4共 通的職能部門をもつ企業数(%)
?
利 米 国????
??
????
13社(50%)
13(50)
25(96)
19(73)
(46%)
(31)
(58)'(
41)
略 蝶 総数i26社 i291社
表5共 通的職能部門の事業部への貢献の程度
1貢醐2朔1翻1翻1・ ・%}藷刻 平均順 献劇 綱 め平均
????、
??
????
13社
13
1
7
7社
6
14
4
3社
0
7
1
1社
4
3
6
0社
3
1
7
?
(14%)〔31%〕
(28)〔56〕
(35)『 〔37〕
(53)〔73〕
(21%)〔45%〕
(18)'〔61〕
(36)〔68〕
(21)〔53〕
O⇒ 表4,5の 米 国 の数 値 は それ ぞ れ 〔17〕仙204,表C-1,pμ204-206,表C-
3～C-6に よっ て い るQ'
48商 学 討 究 ,第31巻 第3・4号
製造,研 究開発 とい う順序で本社が共通的職能部門をもつ企業の割合が多 くな
っている。これは顧客に近い順である。つまり,顧 客に接近 している職能ほど各
⑬事業部内
に とどめ られ,本 社にまかせることは少ない とい う傾向が読みとれる。
しか し,わが国のばあいは このような明確な傾向はみ られない。日米を比較する
と,共 通的職能部門を もつ企業の割合は4職 能すべてについて日本のほ うが大
⑭き
い。 とぐに,研 究開発 と物流について両者の相違は顕著であり,販 売職能に
、
ついても日米間にはかな りの相違がみられる。
つ ぎに,表5に 示す ように、共通的職能部門が事業部に貢献する程度は,1-
29%,30-69%,70-99%,100%の4つのうちのどれに相当するかで回答 し9
てもらった。そ して平均値を計算するにあたっては,各 該当企業がこれ らの4
つのカテゴリーのそれぞれの中心値(1-29%の ばあいは15%,30-69%の ば
あいは50%,70-99%の ばあいは85%,100%は100%)を とるものとした。平
均値の うち()の 数値は,貢 献度0%す なわち共通的部門をもたない企業を
も含めた ものであ り,〔 〕の数値は当該の共通的職能部門をもつ企業のみに
ついて求めた平均値である。
表5に おいて注 目されるのは,米 国のばあい()の 数値に比 して 〔 〕の
数値が非常に大きくなっていることである。 〔 〕の数値をみると物流を除き
米国の.ほうが 日本 よりも木きいのである。つ まり,米 国のほ うが 日本 よりも概
して共通的職能部門をもつ企業は少ないが,そ れを保有するときには,そ れが事
業部に貢献する程度は日本よりも大きい といえる。
.、'こ れは とくに研究開発職能において顕著である。わが国では回答企業の96%
が本社に研究開発部門をもつが,全 社の研究開発活動(予 算)に 占めるその割
合は平均すると37%に す ぎない。 これにたい して米国では本社に研究開発部門
をもつ企業は58%に すぎないが,本 社研究開発部門は全社の研究開発活動の68
03〔17〕p.}88.
⑭ 物流職能については,わ が国のばあい,共 通的部門はないとする企業のなかに,
それを別会社化していると注記している企業が2社 ある。したがって,共 通的物流
部門をもつ企業の割合は実質的にはより大きくなる。・
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%を 遂行 しているのである。その1つ の理 由として,米 国では基礎研究の占め
るウエイ トが大き く,そ して,そ れを本社に集中するからであるとい うことが
考え られ る。 しか し,わ れわれの質問票では,で きるならぽ基礎研究 と応用研
究 とを別に して回答 してもらってお り,両 老が区別されているときには,応 用
研究のみについてみた本社研究開発予算の割合を考えているか ら,こ の理由だ
けでは十分セζは説明できない。
つぎに,わ が国では米国に比べると,物 流活動をより大き く共通部門に集中
している。 これは,わ が国において販売活動 と物流活動 とを分離する傾向がよ
り進んでいるためではないかと思われる。
ところで,共 通的職能部門をもつかどうか,ま たそれがどの程度の活動を遂行
す るかは,当 該企業の事業部間の共通関連性に関係するであろう。そ して,事
業部間の共通関連性は多角化戦略と関係すると思われる。表3に 示 した ように
日米の回答企業の多角化戦略のタイプの分布はかな り異なっている。 したがっ
て,よ り正確な 日米比較をするためには,両 者における多角化戦略を コソ トロ
ールしなければな らない。わが国の回答企業のなかには,専 業戦略(S戦 略).
企業が無 く,非 関連的多角化戦略(U戦 略)企 業 も1社 しかない 、そこで,本
業中心多角化戦略(D戦 略)企 業 と闘連分野多角化戦略(R戦 略)企 業のみを
⑱
とり出 して,表6,7を 作成 してみた。
表6多 角化戦略別にみた共通的職能部門をもつ企業数
????
??
????
日 本
D戦 略R戦 略
2社(50%)
0(0)
3(75)
3(75)
11社(52%)'
12(57)
21(100)
13(62)
米 国
・ 戦 酬 ・ 戦 略
40社 二(50タ6)
22(28)
47(59)
29(36)
32社(49%)
25(38)
40(62)
32(49)
略 蝶 総釧4社 121社' 18・社 165社
㈱ 茎表6,7の 米 国 の数 値 は それ ぞれ 〔17〕p.208,表C-10,pp、210-212,表C-12,
～C一 ヱ5によ っ て い る。
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表7多 角化戦略別にみた共通的職能部門の事業部への平均貢献度
????
??
????
日 本
職 略企剰 ・鱗 蝶
(25%)〔50タ6〕
(0)〔0〕
(29)〔38〕
(54)〔72〕
(13%)〔27%〕
(34)〔60〕
(37)〔37〕
(51)〔73〕
米 国
・鱗 企剰 ・戦略蝶
(22%)〔44%〕
(19)〔71〕
(43)〔77〕
(20)〔56〕
(19%)〔39%〕
(21)〔56〕
(31)〔55〕
(28)〔55〕
多角化戦略を ゴソ トロール した 日米比較にあた っては,わ が国のD戦 略企業
の数が少ないので,R戦 略企業についてだけ比較することにしよう。表6のR
戦略の欄で 日米比較をしてみると,・表4と 同 じく,共 通的職能部門を も》『企
業の割合は4職 能すべてについて日本のほ うが大きい。また表5と 表7のR戦
略の欄 とを比較 しても,〔 〕の数値で販売職能について 日米の逆転が生 じてい
るが,や は り大体の傾向は変わっていない。
ところで,一 般たは,多 角化度がすすむにつれて,ず なわちD戦 略からR戦
略へ とすすむにつれて,事 業部問の共通関連性は小さ くな り,し たがって,共
通的職能部門を もつ企業の割合やそ こにおける事業部への貢献度は小 さくなる
と予測 される。そ こでつぎに,表6と7に おいて,日 米のそれぞれについて,
D戦 略の欄 とR戦 略の欄 とを比較 してみよう。す ると,米 国のばあいには、,表
7に おいてこの予測がほぼ適中している。 しか し,米 国のばあいでも,表6で
はこの予測 とは逆の現象が生 じてお り,日 本では表6と 表7の いずれにおいて
もこの予測はほ とんどあた っていない。
後述するように,ヴ ァソシルの調査に よれば,事 業部制組織の特徴的組織現
象に変化を生 じさせ る基本的要因を企業の多角化度に求めることができる。 し
か し,上 述のように,わ れわれの標本についてはそのような規則性を見出すこ
とができなかった。そこで以下では,多 角化戦略を コソ トロールしないで,標
本の全体について日米比較をすることにする。表3に 示 したように,わ が国の
標本企業はD戦 略 とR戦 略に集中している。 これにたいして米国の標本企業は
4?の 多角化戦略のタイプにちらばっているが,そ れを全体 としてみると,S
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戦略企業 とU戦 略企業 とがその特徴を相殺 し,か くて,D戦 略企業 とR戦 略企
業 とを合わせた組織特性を示す と思われるからである。
(2)事 業部問の財の移転
事業部間に財の移転があるかど うか,財 の移転があるときにはそれが全社の
売上高(ま たは総製造原価)に 占める割合は何パーセソ トになるかについては
⑯
表8に 集計されている。パーセン・トの記入は,ク ラスに分けずに数値そのもの
を回答してもらった。()の 数値は事業部間に財の移転な しとする企業,お
よび移転ありとす るがその移転の大きさを記入 しでいない企業を も含 め た パ
ーセソ トであり,〔 〕の数値は両者を除いた企業についてのパーセソ トであ
る。なお,移 転 される財の全体にたいするパーセン トのクラス分けは,ヴ ァソ
シルに したがってお り,そ れは米国の全回答企業をほぼ均等に分布させる分け
方になっているo
表8か らみると,'日本のほ うが米国よりも,事 業部間で財の移転のある企業
の割合は大きいが,財 の移転の大きさは15%未 満の比較的少ない クラスに集中
しているといえよう。単純平均値を計算すると,事 業部問で移転される財の割
合は,日 本12%,・ 米国13%と なる。.・
表8事 業部間の財の移転
移転される財の企業全体に
たいするパーセン ト
0タ6(移 転 な し)
1-3%'
94-7
8-15
15%以 上
移 転 あ り,し か'し%未 記 入
日 本 米 国
2社(8%)(15タ6)
7(27)〔33%〕(20)〔23%〕
1躍 圏1瀦 訓
3(12)〔14〕1(23 .)〔27〕`
3幽(12)i
ト
計 【26社 1279社
⑯ 米 国 の数 値 は 〔17〕p。177,表B-4よ り計 算 した。
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(3)共 同的利用施設の有無
2つ 以上の事業部によって共同的に利用 される施設(工 場 ・営業所 ・事務所
αり
など)の 有無についての回答は,表9の ようになった。
表9共 用施設の有無
?
刺 米 国
共用施設 あり
共用輝設 なし
24社(92%)
2社(8%)
(ラ1%)
(29%)
(4)事 業 部問 のサー ビスの蹄 の有無
事業 部 間におけ るサ ー ビス(財 務 ・会 計,EDP,技 術,,購 買 な ど)の 移転「 ㈱
の有無につい ての回答は,表10り ようにな った。
表狛 事業部間のサービスの移転
山 剛 剣 米 国
サービ。の騰 あり,社(33%)[
サービスの移転 なし16社(67)
(55%)
(45)
注:未 記入2社 ありq'
(5)本 社 ス タッ フ部 門の ウエイ ト
事業 部 で遂行 され る もの も含 めた会社 の全 ス タッ フ部 門の費用 予算 ㊧ うち,
本社 スタ ッフ部門 の費用予 算が何パ ーセ ソ トにな るかを,表11に 示 す8つ のス
タ ッフ部 門のそ れぞれ につ いて尋ねた。 パ ーセソ トの記入は.,前 掲の表5の ぼ
あ い と同様に,.0%,1-29%,30-69%,70-99%,100%の クラスのいず
れ にな るか で回答 して もらった。 こ こでは,表5の ば あい と同様 な方法で計算
ω,⑱ 表9,1Gの 米国の数値は 〔17〕p。176,表B-2に よる。 『
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⑲
した平均値のみを示 し℃お くoな お,
入であったので,有 効回答数は22で ある。
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この問いにたい しては26社 中4社 が未記
表11本 社スタッフ部門の費用予算の割合(平 均値)
日 本i米 国
??????
???
????
??
??????
62%
62
61
34
49
75
57
52
36%
78
57
37
68
43
3r
口本の数値をみ ると,8つ の部門の うち本社スタッフ比率が50彦 未満になる
のは,営 業企画 と広告だけである。これ らの活動は顧客により近接 した事業部
が展開す るのがより有効なためであろう。 日米の数値を比較 してみ ると,概 し
てわが国では米国 よりも本社にスタッフが集中 している。(8部 門を単純平均
すると,.日本57%,米 国48%と なる∂ とくに,財 務 ・会計,購 買,人 事勤労に
おいて顕著である。
(6)事 業部 の 自己充足 性`・'
以上では事 業部 の 自立 性を制約 す る要因 をみてきた。 以上 の考察を裏 がえ し'⑳
.てみた ものが事 業部 の 自己充足 性 とな る
。 た とえば,表5に 示す よ うに共通的
販売 部 門の事 業部へ の平均的 貢献度 は28%で あ るが,こ の こ とを裏 がえ してみ
る と,販 売職 能につ いての事業 部の 自己充足 性は72%(100%-28%)であ る
⑲ 表11の 米国の数値は 〔17〕阜244,表D-1に よる。 米国の総務には法務とされ
ているものをとり,営 業企画にはで般マーケティソグ・サービスと市場調査サ」ビ
スの平均をとり,人 事勤労亭こは労使関係と人事の平均をとった。
⑳ ヴァソシルはこれを職能的権限イソデックス(functionalauthorityindex)
とよんでいる。 〔17〕pp.193-194,236.
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とい うことになる。研究開発お よび物流職能についての事業部の自己充足性も
同様に して計算できる。製造職能についての事業部の自己充足性を算出するた
めには,さ らに前述の(2)項で示 した事業部問の財の移転を考慮 しなければなら
ない。すなわち,わが国の回答企業の平均は,100%一 共通製造部門の貢献度14
%一 事業部間の財の移転割合12%=74%と なる。スタッフ活動についての事業,
部の自己充足性 も,100%一 本社 スタッフ比率として求めることができる。か⑳
くて整理すると,職 能 ごとにみた事業部の自己充足性は表12の ようになる。
表12職 能別にみた事業部の自己充足性
i・ 剣 米 国
??
?? ッ??
?
74%
72
65
47
43
66%
'82
64
79
54
つ ぎに,全 職能 をあわぜた全 体 と して の事業 部の 自己 充足 性を考 え よ う。共
通 的職 能部 門お よび ス タッフ部 門がす べて の事業部 に同 じ程度 に貢献 して お り,
しか もこれ らの5つ の職能 の ウェイ トが同 じで あ る と仮定 す るな らば,全 体 と
しでの事 業部 の 自己充足性 は,5つ の職 能につ いての 自己充 足性の単純平 均 と
して求 め る ことがで き る。事 業部 の全体 と して の 自己充足 性の分布,平 均値,
圏
中位数,最 大値,最 小値 は表13の よ うにな った。
表13は これ までの考察 のいわば総 ま とめであ る。 日米比較 をす る と,概 して
わが 国のほ うが事 業部 の自己充 足性は小 さいのであ る。 なお,参 考のた めにあ
⑳ ヴァンシルの調査では,本 社スタッフ部門として,表11に 示した8部 門(注19に
記したように米国のばあいは実質的には10部 門)の 他に不動産とORの2部 門が検
討 されている。上記の(5)項で示した米国の本社スタッフ部門の平均的比率48%は10
部門についてのものであり,12部 門の平均は46%に なる。 〔17〕p244,表D-1を
参照。表12の 米国におけるスタッフ職能についての事業部の自立充足性は,こ の12
部門の平均値か ら求めた(100%-46%=54%)ものである。
⑳ 表13の 米国の数値は 〔17〕p.274,表E-2に よる。
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表13事 業部の全体的な自己充足性
寧己充足性(刎 ・ 本 【米 国
053
、5468
69-79
8090
9199
6社(32%)
4(21)
9(47)
0(0)
0(0)
49社(21%)
48(20)
47(20)
48(21)
42(18)
計 【19社 【234社
平 均 値
中 位 数
最 小 値
最 大 値
60%
67
36
79
70%
73
15
99
げると,米 国のR戦 略企業(52社)の 自己充足性は,平 均値70鬼,中 位数78%
とな ってい る。
2.管 理 制 度
事業部を利益管理単位 として運営す るためには種々の管理制度を整備す るこ
とが必要である。(1)まず,事 業部の業績評価基準を設定 しなければならない。
(2)そして,そ の基準にたいする実績を把握す るために,事 業部の損益や使用資
ヒ
産額を算定できるように会計制度を確立 しなければな らない。(3)さらに,事 業
部長の業績報酬をどうす るかとい う問題 もあ る。
(1)事 業部の業績評価基準
事業部の業績評価基準は利益業績 と利益以外のものとに大別することができ
る。回答企業26社 の うち,い ずれについても事業部の業績評価基準をとくに定
めていない企業が1社 あった。他の25社 は少なくとも何 らかのかたちの利益業
績を評価基準 として設けてお り,25社 の うち18社 は利益以外の業績評価基準 も
用いていたo
⑳ 〔17〕p.275,表E-5.
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まず,事 業部の利益業績の評価基準の候補 と,そ れぞれを使用 している企業
数は表14の ようにな った。2つ 以上の利益基準を用いている企業が17社,い ず
れか1つ の利益基準を用いている企業は8社 であった。後者のうち6社 は利益
額を単一の基準 としてお り,2社 は利益 目標の達成率を単一の基準 としていたo
この表に示 されているように,最 もよく用いられる評価基準は利益額であ り,`
以下,利 益 口標の達成率,売 上高利益率の順になっている。一艀には最も総合
的な評価基準 とされる使用総資本利益率を用いているのは7社(28%)に すぎ
ない。
利益額を評価基準 とするばあいには,そ れを何で測定するかについても質問
した。21社 の らち16社 か ら回答がえ られ,表15の ようになった。利益額 として
は純利益を用い る企業がほ とんどであ り,貢 献利益を用いる企業は少ない。
つ ぎに,利 益以外の業績評価基準として用いられるものは表16の よラになっ
表14使 用されている利益業績の評価基準
利 益 業 績 評 価 基 準 使用している企業数
利 益 額
使 用 総 資 本 利 益 率
売 上 高 利 益 率
利 葦 の 成 長 率
利 益 目標 の 達 成 率
21社
7
13
7
15
(84%)
(28)
(52)
(28)
(60)
回 答 企 業 数 25社
表15使 用されている利益額基準のタイプ
利 益 額基 準 の タイプ 使用している企業数
???
?
??
??
?
?
???
5社
12
1
(31%)
(75)
(6)
回;答 企 業 数 16社
㈲ 〔15〕第14章,〔14〕 第3章 を 参照 。
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表16利 益以外の業績評価基準
、
業 績 評 価 基 準 使用している企業数
?????????? ??? ??? ??
12社
16
9
14
15
、7
3
3
5
5
2
(67%)
(89)
(50)
(78)
(83)
(39)
(17)
(17)
(28)
(28)
回 答 企 業 数 1 18社
た。売上高 目標の達成率,生 産性,コ ス ト・ダウソ,売 上高の成長率を評価基
準 とす る企業が多い。その他をあげたのは2社 であるが,項 目としてはあわせ
て4つ あげ られてお り,い ずれも製品品質をその他の評価基準 としていること'
を付記 してお こ う。'レ
なお,利 益 業績以外 の評価基準 も用 い るばあ いには,利 益 を含 めた複数 ゐ評
価 項 目の問に ウエイ トづけが行 なわれてい るか ど うか も尋ね た。18社 中 ウエイ
トづけ も行 な っているのは7社 であ った6
ヴ ァソシルの調査で は事 業部 の業績評 価基 準 は質問項 目に含め られ ていない
ので,こ れ につい ては 日米比較 はできない。 しか し,リ ース(」.S.Reece)
とクール(WR・Cool)の 実 態調査 に よれ ば, .米国では資本利益 率を事 業部
の業績 評価基 準 としてい る企 業が多 い ことを指摘 でぎ る。彼 らは,フ ォーチユ
ソ誌(1976)に あげ られた製造業上位1,000社 につ い て郵送 に よるアソ ケー ト
調査 を行 ない,620社 か ら回答 をえた。620社 の うち594社(96%)は 利益 セ ン
㈱ 〔12〕.
/
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ター(135社)ま たは投 資セ ンター(459社)を 有 してお り,そ して,投 資 セン
ターの業 績評 価基 準 として資本利益率を用 い る企業は,427社 に達 してい る。
つ ま り・事業 部制 を とってい る企業の93%(427÷594)は 事 業部 の業 績評 価基
準 として資本利益 率を用 いてい るので ある。
(2)会 計制度
'まず事業部の損益を算定するための会計制度を考察 しよう。は じめに,前 項
で述べた共通部門費の事業部べの配賦方法,お よび事業部間に移転される財や
サー ビスの振替価格の決定方法についての回答の集計結果を表17～23に 示 し
た。なお,わ が国の回答の うち 「その他の方法による」ばあい,そ の方法の具
体的内容をみて,可 能な ときには他 のカテゴリーに分類 しなおした。
表17か らわかるように,日 米 ともに,共 通製造部門費の振替は全部製造原価
(変動費+製 造間接費)に よる企業が多い。共通製造部門は利益責任単位では
な く,費 用責任単位であるか らである。 しか し,事 業部の側か らみると,共 通
製造部門の非能率を負担させ られるおそれがあるか ら,も しできるならば,市
表17共 通製造部門費の振替方法
振 替 ・方 法 日 本i米 国
変動製造原価のみを振替える
全部製造原価を振替える
コスト・プラス法で振替える
外部の市場価格にもとつく振替価格による
その他の方法による
0社
11
2
1
0
(0%)
(79)
(14)
(7)
(0)
(8%)
(60)
(11)
(19)
(2)
回 答 企 業 数 13社(記 緻14)1 124社
注:重 複記入1社 あり
鱒 利 益 セ ン タ ー と投 資 セ ン タ ー の概 念 に つ い ては,〔14〕5-6頁 を 参照 。
㈲ 表17,18,19,20の 米 国 の数 値 に は そ れ ぞれ 〔17〕pp.218-220,衷C-27,C-
29,C-26,C-28によ る。 また 表21,22,23の 米 国 の数 値 は,そ れ ぞ れ 〔17〕pp.
180-181,表B-10,B-12,B-11による。
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表18共 通販売部門費の配賦方法
配 賦 方 法
? 本1米 国
実際の販売活動時間にもとついて賦課
予算上の販売活動時間にもとついて賦課
按分方式による
振替価格制をとる
事業部長と販売部長との交渉による
その他の方法による
3社(23%)
2(15)
2(15)
6(46)
0(0)
0(0)
(16%)
(11)
(54)
(13)
(6)
回 答 企 業 数 1・蹴 83社
価主義によるのが望 ましい。市価主義ヶとる企業の割合は米国のほうが大きい。
表18に 示す共通販売蔀門費の配賦方法をみると,米 国では按分方式(各 事業
部の売上高,あ るいは売上原価を基準 とする)を とる企業が多い。 これにたぴ
して,わ が国では,振 替価格制をとる企業が多い。振替価格制の具体的な方法
としては売価還元法 ・〔販売価格 一(販 売費+販 売部門の適正利益)〕や販売手
数料(販 売費+販 売部門の適正利益)方 式などがあげ られている。ヴァソシル
の質問調査票には,振 替価格制 とい う方法はない。
本社研究開発部門費の配賦方法は表19に 示されている。まず,本 社研究開発
費を事業部に配賦 しない企業が米国では27%(42÷153)も あることに注意 し
なければな らない。その理 由として,本 社研究開発部門は基礎研究のみを行な
ってお り,基 礎研究費の事業部への配賦基準を的確に定めるのがむずか しいか
らである,と い うことが考え'られる。
つ ぎに,わ れわれの質問票では ロイヤルテ ィ方式 とワーク ・オーダー もシス
テム(各 依頼注文 ごとに実際原価 または見積 り原価を算定 し,依 頼事業部に課
.す方法)も 別個の方法 としてあげた6「 ワー ク・オーダー ・システム」は 「現
実の利用量にもとつ く賦課」に近い方法であるので,前 者を後者ゐなかに含め
て考えると・本社研究開発費の配賦方費の分布では 日米は類似 しているといえ
よう。なお,「 按分方式 と賦課方式 との組合せ」 とは,た とえば,基 礎研究費
∂.
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表19本 社研究開発部門費の配賦方法
配 賦 ・方 法 日 本 米 国
現実の利用量にもとついて賦課'
一括按分方式をとる
按分方式と現実の利用量にもとつ く賦課との組合せ
ロイヤルティ方式をとる
ワーク・オーダー ・システムをとる
事業部と本社研究開発部門との交渉による
その他の方法による
配賦方法回答企業数
配賦方法未記入企業
事業部に本社研究開発費を配賦しない企業
蹴
???
(14%)
(36)
(36)
(0)
(14)
(0)
(0)
22社(100%)
1
2
(33%)
(26)
(35)
(3)
(4)
五〇4社
7
42
表20共 通物流部門費の配賦方法
配 賦 方 法
?
本 米 国
現実の利用量にもとついて賦課
予算上の利用量にもとついて賦課
按分方式による
按分方式と現実の利用量にもとつく賦課との組合せ
その他の方法による.
7社(37%)
2(11)
5(26)
3(16)
2(11)
(68%)
(8)
(8)
(1容)
(4)
回 答 企 業 数 19社 117社
は按分方式により,応 用研究費は現実の利用量にもとついて賦課する,と い う
方法をさしている。
表20の 共通物流部門費の配賦方法については,米 国では 「現実の利用量にも
とついて賦課」する企業の割合が圧倒的に多いことが 目につ く。わが国でもこ
の賦課の方法を とる企業は多いが,按 分方式 もかな り多 くの企業で とられてい
るo・
表21に は事業部問に移転 される財の振替価格の決定方法が示 されている。 日
米の分布は非常匠よく類似 している。
＼
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表22の 事業部間のサービス費用振替方法,お よび表23の 共用施設の費用配賦
方法をみると,い ずれ も,日 米 ともに直接的な利用量にもとついて賦課す るこ
表21事 業部間に移転される財の振替価格の洗定方法
振 替 価 格 の 決 定 方 法
? 本/米 国
変動費のみを振替える
全部製造原価を振替える
コ'スト・プラス法で振替える 噛
製造原価+営 業費+管 理費+適 正利益を振替える
市価主義にもとつく振替価格
売価還元法にもとつく振替価格
事業部長間の交渉によってきめられた振替価格
その他の方法によってきめられた振替価格
2社
??
?????
(7%)
(15)
(11)
(4)
(30)
(4)
(19)
(11)
(5%)
(26)
(17)
(31)
(22)
(0)
回 答 企 業 数 124社(記 入数27)1239社
'洗 :重 複記入2社 あり
表22事 業部間に移転されるサービスQ費 用振替方法
振 替 方 法
?
本1米 国
振替えはしない
直接的な使用分を賦課する
按分方式に零る
事業部長間の交渉による
その他の方法による
、
0社(0%)
6・(75)
1(13)
0(0)
1(13)
(3%)
(55)
(14)
(22)
(6)
回 答 企 業 数 い 社 1 i56社
表23共 用施設の費用配賦方法
配 賦 方 法
?
利 米 国
,各 事業部の使用面積に応じて配賦
各事業部の従業員数に応じて配賦
事業部間の交渉による
各事業部の売上高または利益を基準にして按分
その他の方法による 、
16社
11
0
4
1
(50%)
(34)
(0)
(13)
(3)
(69%)
(3)
(8)
(9)
(11)
回 答 企 業 数 124社(記 入数32)1202社
注:重 複記入8社 あり
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とが多い。
つぎに,本 社スタッフ部門費の事業部への配賦方法は表24に 示す とお りであ
圏
る。前述のように,共 通部門費のなかで,本 社研究開発費についてはそれを事
業部に配賦 しない企業があ り,と くに米国では配賦 しない企業は27%に も達 し
ていた。 これ と同様な傾向が本社スタッフ部門費にもみ られ る。各スタッフ部
門を本社にもつ企業のなかで,そ の費用を各事業部に配賦す る企業の割合は～
表24に 示す10部 門について単純平均をとると,わ が国が92%で あるのにたい し
て,米 国は70%に すぎない。
費用配賦の方法についても,日 米間には明確な相違がみ られる。すなわち,
米国では実際または予定利用量に したが った配賦方法を とる企業が比較的多い
のにたい して,わ が国では この方法を とる企業は少ないのである。按分方式 と
は,わ が国のぼあいは,事 業部の売上高または従業員数(あ るいは総給与額)
表24本 社スタッフ部門費の駆賦方法
財務 ・会計
総 務'
EDP
営 業 企 画
広 告
広 幸艮
人事 勤 労
購 買
企画(社 長室)
全社的経営
計画 ・
事業部に費用を
配賦する企業の
割合
日 本
87%
88
98
100
96
85
98
98
85
88
米 国
73%
70
87
72
72
63
70
72
63
61
費 用 配 賦 方 法
日 本
???
?? ?
???
4%
9
38
6
14
10
4
36
5
5
(2)
按分方式
39%
39
23
50
41
43
54
20
36
40
(3)
そ の 他
57%
52
38
44
45
48
42
44
59
55
米 国
(1)
実際また
は予定利
用量によ
る
35%
'35
63
36
50
24
34
40
13
20
(2)
按分方式
54%
55
29
55
41
62
54
51
72
66
???
そ の 他
11%
10
8
9
9
14
12
9
15
14
'
囲 表24の 米 国 の 数 値 は 〔17〕勲251,表D-9に よ る。
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のいずれかを基準 とするものをさす。米国のばあいはさらに,事 業部の製造原
価または資産額を按分基準 とするものもこれに含められる。また,そ の他の方
法 とは,日 米 とも,こ れ らの按分基準 となる変数を複数個同時に考慮 して配賦
す る方法がその中心をなしている。わが国では 「その他の方法」を使用する企
業が多いが,そ の内容はこのような複合的按分方式なのである。
なお,、表24に は示 さなかったが,配 賦 される本社 スタッフ部門費は,わ が国
ではいずれの部門費についても,予 算または標準原価をベ ースとする企業が実
際原価をベ ース とす る企業 よりも多い(概 して3対1)の にかい して,米 国で
は逆に実際原価をベ ースとする企業のほ うが多い(概 して4対6)。
さて,以 上の諸費用の配賦,振 替えに よって事業部の営業損益を算定するこ
とができる。単独の企業のばあいには,そ の最終的な損益を確定するためには
さらに営業外損益や租税 も計算 しなければならない。事業部の損益計算につい
てはど うであろうか。
営業外費用である資本利子を事業部に配賦す るかどうか,配 賦するときには
どのような方法を とるかについての回答は表25に 集計されている。また,各 事
業部について税引後利益 も計算するかどうかについての回答は表26に 示されて
いる鷺 が国では大紛 の蝶(88%)、 ・資測 子藤 業部剛 賦して絢,
米国の配賦企業の割合(62%)よ り多い。逆に,わ が国では米国よりも事業部
にた い して租税を計算する企業の割合は少ない。
なお,ヴ ァンシルの分析に よれば,米 国では,多 角化度がすすむほど,事 業
表25事 業部にたいする資本利子の配賦方法
配 賦 方 法
? 本1米 国
α)会 社の実際発生利子を一定の基準で配賦する
㈲ 事業部の投下資本にたいして一定率の利子を課する
の 上記σ)と(ロ)の方法を併用する
㊥ 事業部に利子は配賦しない
4社(16%)
15(60)
3(12)
3(12)
(28%)
(25)
(9)
(38)
回 答 企 業 数 125社 /288社丁
⑳ 表25∫26の 米 国 の数 値 は そ れ ぞ れ 〔17〕p,259,表D-21,p.260,表D-24によ
る 。
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表26事 業部にたいする租税の配賦
? 本 睡 国
事業部にたいする租税を計算する『
事業部にたいする租税を計算しない
6社(23%)
20(77)
(44%)
(56)
回 答 企 業 数 12・ 社 291社
部にたいする資本利子の配賦を行ない,そ して租税の計算も行なうとい う傾向
がみ られる。 しか し,わ が国のばあい,必 ず しもそ うとはいえない。むしろ,
事業部制の採用年度 の影響が強いと思われる。すなわち,事 業部に資本利子を
配賦 していない企業3社 は比 較的最近(昭 和45年 以降)に 事業部制を採用 して
お り,事 業部にたいする租税計算を している企業6社 の うち4社 はかなり以前
(昭和36年 以前)か ら事業部制を とっているのである。.
つぎには,事 業部にたいする投下資本の算定についての会計制度をみよう。事
業部の業績評価基準 として使用資本利益率を用いるばあいはい うまでもな く,
事業部にたい して資本利子を配賦するばあいには,事 業部への投下資本を計算
しなければならない。表25に 示す(ロ)の方法を適用するときには当然に事業部へ
の投下資本の算定が必要であり,(イ)の方法を用いるばあいにも事業部め使用資
本を奉準 とすることが多いか らである。上述のようにわが国では資本利益率を
事業部の業績評価基準 とする企業は少ない(表14)が,事 業部にたい して資本
利子を配賦す る企業は多い(表25)。 かくて,表27匠 示す ように,大 多数の企
G1〕
業において,事 業部にたいする投下資本が計算されている。
表27事 業部への投下資本の計算
,1・ 本1米 国
計算する
棚卸資産についてのみ計算する
計算しない
22社(85%)
1(4)
3(12)
(84%)
(16)
回 答 企 業 数 126社 286社
⑬Φ 〔17〕p。262,表D→ 児
鋤 表27の 米 国 の 数 値 は 〔17〕息349,表G-1に よ る。
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表28事 業部の投下資本額の測定
資 産 項 目
事業部の資産
べ一スに含め
る企業の割合
1・ 本 「米 国
流動資産
1.現 金
'%%
3766
2.社 外受取勘定 1…}99
・.社 内受取齪77153
4.原 材料在庫 1…Ig9
5.、 仕 掛 品 在 庫 1・・199
6.完 成品在庫
11・ ・ 【…
・・ その他の瀬 難831・9
固定資産
8.事 業部が単独に利用
する土地 ・建物 100}96
事業部の資産
べ一スに含め
資 瀬 目1・ 企業噸
　
伸 本1米 国
9.事 業部が単独に利用
する機械 ・設備
10.2つ 以上の事業部が
共用する土地 ・建物
11.・2つ 以上の事業部が
共用する機械 ・設備
12.本 社の管轄下の資産
(た とえば中央研究
所の資産)
その他の資産
13.投 資
100
95
88
20
,78
98
80
76
30
58
14.営 業 権 14{・ ・
しか し事業部への投下資本の計算にあた って,必 ず しもすべての資産項目が
そのベースに含められるわけではない。表28は,各 資産項 目別に,事 業部への投
働
下資本め計算にあたってそれを資産べ一スに含め る企業の割合を示 している。
わが国では現金を事業部の資産ベースに含めない企業が多い。米国では,わ が
国に比べると,2つ 以上の事業部が共用する土地 。建物や機械 ・設備を事業部
の資産ベースに含めない企業が比較的多いo
事業部の固定資産の評価方法,投 下資本額の計算にあたって控除され る負債
關
についての回答はそれぞれ,表29,30に 示す とお りである。
㈱ 表28の 米 国 の数 値 は 〔17〕μ349,表G-2よ り計 算 した 。
㈱ 表29,30の 米 国 の数 値 は それ ぞ れ 〔17〕p.351,表G-4,G二5による。
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表29固 定資産の評価力法
評 価 方 法 日 本1糎
総簿価(取 得原価)
正味簿価(取 得原価一累計減価償却費ン
複成原価(取 得原価一見積累計減価償却費)
その他の方法
2社(9%)
19(83)
1(4)
1(4)
(15%)
(85)
回 答 企 業 数 i23社 i22・ 社'
表30投 下資本額の算定にあたって控除される負債項目
項 ＼ 目
社外支払勘定
社内支払勘定
その他の流動負債
長期負債
日 本
鰍 す ・ 腔 除 ・ない
11社(50%)
5(28)
11(52)
8(40)
11社(50%)
13(72)
10(48)
12(60)
米 国
鰍 す ・1鰍 ・ない
(49%)
(29)
(42)
(77)
(51%)
(71)
(58)
(23)
(3)事 業部長の業績報酬
事業部長の年間総給与のなかで賞与額の占める割合(過 去3年 間の平均),
および,そ の賞与額が事業部の利益業績 とどのように関連づけ られているかを
質問 した。この2つ の質問に よって,事 業部長の給与 と事業部の業績 との関連
の程度を知ることができるのである。回答の集計結果はそれぞれ表31,32の よ
図 ・
うになった。表31に おいて,賞 与額の割合のクラス分けは,米 国の回答企業が
各 クラスにほぼ均等に分布するようにヴァンシルによってなされた も ので あ
る。表32に 示す ように,事 業部長の賞与額 と事業部の利益業績 との関連づけり
Gの 表31,32の 米国の数値はそれぞれ 〔17〕p.317,表F-5,p,316,表F-4によ
る。.これ らのデータは「事業部長にたいす る質間調査票」からえられたものである。
ヴァソシルのばあいは,調 査票の発送は2段 階にわけており,ま ず,わ れわれのい
う 「本社にたいす る質問調査票」を郵送 し,そ れにたいして回答をよせた企業にた
いして各3通 の 「事業部長にたいする質問調査票」を郵送す るとい う方法をとって
いる。そ して,後 者の調査票については2通 以上の回答をよせた企業のみを集計 ・
分析の対象としている。表32において,ヴ ァソシルのばあいは,回 答者についての
データのみしか示されていない。
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表31'事 業部長6年 間総給与のうち賞与額の割合
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賞 与 額 の 割 合 日 本 匪 国
14.8%未 満
14.8%以 上 一20.4%未 満
20.4-26.3
26.3-38
'38%以 上 辱
2社(14%)
1(7)
0(0)
9(64)
2(14)
(20%)
(20)
(21)
(20)
(20)
回 答 企 業 数 114社
96社
表32事 業部長の賞与額と事業部の利益業績との関連づけ
賞 与 額 と利 益 業 績 と の 関 連 づ け 日 本i米 国
賞与額は利益業績のみを基準として一定の計算式によって
ぎめられる ・
賞与額は利益業績を基準の一部として一定の計算式によっ
てきめられる
一定の計算式はないが,利 益業績は賞与額をきめる非常に
重要な要因である
一定の計算式はないが,利 益業績は賞与額をきめるかなり
重要な要因である
利益業績は賞与額をきめる重要な要因ではない
0社
???
7
(0%)
(18)
(0)
(41)
(41)
(30%)
(36)
る
(18)
(13,)
(4)
回答企業数(米 国は回答者数ン 1・7社 1282人
程度は5段 階に分け られてお り,関 連度の強L・ものか ら順に並つてある。
表31か ら,総 給与の うちで賞与額の しめる割合は,概 して,米 国よりもわが
国のほ うが大きいといえる。 しか しながら,表32か らも明らかなように,米 国
とわが国 とでは賞与の性格が異なっている。米国では賞与は本来的に業績報酬
としての意味を もってい るが,わ が国では賞与額の大部分は通常の給与の一部
をな しているのであ り,業 績と直接に関連づけ られ る部分は多 くない。事業部
の業績のいかんは賞与のなかに直接的 ・短期的に反映されるよりは,む しろ人
事考課の資料 とされ,長 期的に考慮されるものであるといえよう。'
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3.事 業 部長 の意 思決定 の 自主 性
以上によって,事 業部制企業におけ る組織の資源構造 と管理制度の実態を明
らかにした。各事業部はその事 業を遂行す るのに必要な資源の山部を所有 し,
その利用について直接的な権限 と責任を負っている。そ して,各 事業部は利益
管理単位であ り,自 らの直接的 な管轄権のない資源についても,そ の発生費用
や資産額の一部を何 らかの方法によって配賦され,負 担 しなければな らない。一
したがって,直 接的な管轄権のない資源についても,そ の利用方法についてあ
る程度の発言権を もつであろう。 このような直接的および間接的な権限 と責任
馳が基礎 となって,各 事業部は分権化の単位 となるのである。
それでは実際に,事 業部の業績に重要な影響を及ぼす意思決定にたい して事
業部長は どの程度の決定権限をもっているであろ うか。われわれはこめ問題を
考察す るために,事 業部の業績に影響を及ぼす主要な意思決定をあげて,そ れ
ぞれについて事業部長がどのようなかたちで参画 しているかを質問 した。図1
の ような形式のもとで,そ の参画のかたちを最 もよくあらわすように,該 当す
る欄にチエックしてもらった。
図1事 業部長の参画度をあらわす形式
決 定 事 項
事 業 部 長
起細 訓 決憂
本 社
起 剰 承 訓 決 定
該 当
せ ず
ここで事業部長が 「協議」に参画するとは,当 該問題について彼の上司や本
社 スタッフ部門と討議することをさしている。 また 「該当せず」 とは,そ の決
定事項が当該事業部で発生 しないか,あ るいは事業部の業績に重大な影響を及
ぼ さないばあいをさしている。す ぐあとで示すヴァンシルゐ形式に対応させて
図2の ような5つ めタイプの回答を典型的なものと考え,そ れぞれ事業部長の
参画の強さに応 じて5点 か ら1点 の評点を与えるものとした。
ヴァソシルの用いた形式 とは図3に 示すものであ り,い ずれか1つ の欄にテ
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図2事 業部長の参画のかたちと評点
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事 業 部 長
起 剰 協 訓 決 定
(レ)
・(レ)
(レ)
'(
レ)
レ
レ
(・づ
(レ)
レ
レ
レ
本 社
起 剰 承 訓 決 定
1
レ
レ
評 点
5
4
3
2
1
図3事 業部長の自主性を測定するためのヴァンシルの形式
事 業 部 長 が 起 案 『 し
(1)事 業部長
が決定する
(2)事 業部長
がその上司と
協議 して決定
する
評点
5
,
4
(3)事 業部長
がその上司お
よびその他の
関係する本社
部門長 と協議
し決定する
3
(4)本 社レベ
ルで決定する
`2
(5)本 社管理
部門が起案す
る(決 定に先'
立って事業部
長に意見を求
めることもあ
る)
1
エ ック して もらって,図 の よ うに5点 か ら1点 の評点を与 えてい る。
図2に おい て,カ ッコ付 きのチエ ッ ク(レ)は ヂ実際の回答 では 省略されてい
るこ とも多い。や や判定 のむずか しい回答 もあ った が,い ずれ がに入れた 。集
(35)
計結果 は表33の よ うに な った。小計 の平 均値は,各 大項 目の個 々の決定事 項の
　
平均値 の単純平均 であ る。 わが国の小計 の平均値 として,.C,D,Eに つ いて
は2つ の数値が あげ られ てい るが,カ ッコ無 しの数値は 日米比 較のため に,ヴ.
アソシルの調査で はあげ られていな い項 目を除いた平 均値 で あ り,カ ッ コ付 き
の数 値 はそ の項 目も含めた平 均値で ある。
(35}表33の 米国の数値は 〔17〕p.314,表F-1に よる。な嘉,人 事に関連する決定
において,管 理職とは課長以上をさし,監 督職とは係長,主 任,作 業長,職 長など
をさす。'
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表33事 業部長の意思決定の自主性
決 定 事 項
A.製 品市場戦略
1.主 要な既存製品
(系列)を 廃棄す
る決定
2.主 要な既存製品
の設計変更の決定
3.既 存製品を新市
場分野へ拡大する
決定
4,既 存の製品市場
分野に関係する新
製品を開発する決
定
5.既 存の製品市場
分野外の新製品を
開発する決定
日 本
???
21社
22
22
22
19
???
2。86
4.59
3.82
3.41
2.63
米国
???
3.42
4.06
3.96
3.21
A.小 計 1・.46i・ ・66
B.材 料やサービス
の供給源に関する
決定
6.必 要な品目は社
内の他部門からも
入手できるが,そ
の価格が市価を上「
まわる等の理由の
ために,社 外の供
給業老か ら購入す
る決定
7.重 要な原材料や
部品を供給する社
外の供給業者を選
択する決定
18社
19
3.33
3.00
3.82
4.05
決 定 事 項
8.承 認された資本
支出プロジェクト
の各部分を請負う
業者を選択する決
定
9.業 務システムの
開発や変更,あ る
いは特別な調査(
市場調査や技術調
査など)の ために
社外のコンサルタ
ン トを雇う決定
日 本
???
18
20
???
3.11
2.95
米国
???
3.85
3.81
B.小 計 1・.・・i・88
C.そ の他の戦略的
決定
10.増 産や近代化の
ために工場や設備
へ大型投資する決
定
11.小 口の設備投資
決定
1件 一定額まで
20社
18
2.142.70
P
4.00
1件 一定額以上 1・812.・ ・1
12.広 告費や販売促
進費の予算決定 18 3.'173.85
la配 雛 鋤 齪171広181一
14.主 要な製品(系
列)の 販売価格変
更の決定
15.在 庫投資水準を
変更する決定
16.研 究開発予算の
決定
21
20
21
4.19
3.90
1…
4.09
3.57
、
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表33事 業部長の意思決定の自主性(つ づき)
7ヱ
決 定 事 項
日 本
??????
米冨
???
C.小 計 {(1:ll)1、.55
D.組 織構造につい
ての決定
17.部 ・課の新設や
統廃合の決定
18.プ ロジ ェ ク ト ・
チ ー ムの 決定
22社
22
2.23
3.09
・9.韻 緬 の齪1・ ・{・.48i一
D.小 計 i(・.6・)一
E.人 事に関連する
決定
20.昇 進の決定
(1)管 理職への昇
進決定
22社 魑
(・)鰭 職への列21
2.18
2.76
21.採i用 の決定
(1)管 理職の採用
決定
17 1.59
???ー
4.19
(・)監舗 の 〃1161・.・ ・i一
③ 職員の 〃1・gl・.84
(・)作業職の 〃1・gl・.16i一
221配 置転換の決定
ω 管理職の配転21
決定
2.29
(・艦 督脚 〃'i・ ・2・95i一
(3)職 員の 〃i211・.・5一
(・)灘 の 〃1・ ・1…21一
決 定 事 項
23.解 雇の決定
(1)'職員以上の レ
ベルの解雇決定
日 本
???
20
???
1.70
(2)作 業職の解副
決定1202・00
24.昇 給率の決定
(1)管 理職の昇給
決定
??
1.90
米国
???
4.31
(・)監 璽 〃11gl・ ・631-
・・631-(・)纐の 〃119
(・)作 鶏 の 〃1・gl・.63i一
25,賞 与の決定
(1)管 理職の賞与
決定
20 1.903・タ9
(2)監 督職の〃1gl・ ・841一
(3)職 員 の 小gl・ ・84卜
(・)作 鶏 の 〃}・gi・ ・号・1一
26.教 育訓練計画の
決定
(ユ)管 理職につい
て 19 2.63
(・)監督職 ・ 〃い813.・6卜
(3)職 員に 列1813.8gl一
(・)作 業職に 〃1・814.・61一
27.福 利厚生費の予
算と管理について
の　が
亀
E・ 小 計 一
17 1.821.94
1(1劃 、.72
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まずわが国の平均値をみよう。事業部長の意思決定の自主性は,㈲ 製品市
場戦略について最 も高い。その全体 としての平均値3.46は,本 社が協議または
承認 とい うかたちでかかわるけれども,起 案 と決定は事業部長が行な うことを
意味 している。 ついで 自主性が高いのは,⑨ その他の戦略的決定,(B)材 料 や
サー ビ冬の供給源に関すう決定であ り,い ずれ も,そ の全体 としての平均値は
3点 を若干上 まわっている。個々の決定事項についてみ ると,と くに 自主性が
高いのは,主 要な既存製品の設計変更の決定や販売価格変更の決定,配 給経路
の決定,一 定金額までの小口の設備投資であり,そ の平均値は4点 を こえてい
る。 これにたい して,⑪ 組織構造についての決定 と㈲人事に関連する決定 は
そ の全体 としての平均値は低 く,2点 台にとどまっている。つ まり,本 社が承
認 あるいは最終的決定のかたちで介入するのである。
つぎに日米比較を しよう。概 して米国のほ うがわが国 よりも,事 業部長の意
思決定の自主性が高 くなっている。大項 目別にみた平均値は,い ずれについて
も3.50を 上 まわ っているのである。 とくに注 目すべ ぎは,米 国における ⑲人
ら
事に関連す る決定の自主性の高さである。その全体 としての平均値(3.72)は
(B)材料やサービ、スの供給源に関する決定の平均値(3.88)よ り若干低いけれ
ども,・それ時福利厚生費に関す る決定の自主性が極度に低い ことの影響を受け
た ものであ り,こ れを除 くと人事に関連する決定の自主性の平均値は4.17に も
達するのである。わが国では逆に人事に関連す る決定の自主性が最 も小さく,
米国とは対照的である。その平均値は米国 と同 じ決定項 目にりいてみると2点
を切る(1。99)の である。米国では個々の決定事項についてみても,昇 進の決
定 と解雇の決定についての自主性は最 も高い平均値を示 している。
,
4.日 米 比較 一 要約 と コメソ ト
以上 の考察によって明らかになった日米 の相違点について,要 約を しながら
若干の コメン トを加えよう。
まず,米 国に比 してわが国では,人 事に関する意思決定について事業部長の
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自主性は極端に小さ く,また,事 業部長の賞与額は事業部の業績 と直接的には関
連づけ られていない。この相違点は,終 身雇用制 ・年功序列型賃金 とい ういわ
き
ゆ る日本的経営の特徴から容易に予想された ところである。そ して,米 国では
事業部長の賞与額が事業部の利益業績 と密接に関連づけ られているために,本
社 スタップ部門費や共通部門費を恣意的な基準で安易に事業蔀に配賦すること
〔3日 亀
については事業部長が抵抗するであろ う。そのために,米 国では,本 社費 と本
社研究開発費(の 一部)を 事業部に配賦 しない企業が比較的多 く,本 社費や共
通物流部門費の配賦方法 として利用量にもとつ く賦課 の方法を とる企業の割合
が比較的多いとい う特徴があらわれるもの と考えられる。
つ ぎに,事 業部の業績評価基準 として,米 国ではほ とんどの事業部制企業が
資本利益率を用 いている。その理由は,米 国では,外 部の投資家が企業を評価
す るのと同 じ観点から,本 社が事業部を投資単位 としてみる考え方が確立 して
㈹ 一 關
いるためであろう。 しか しなが ら,評 価基準 として資本利益率のみを重視する
舳
ときには,事 業部長を して消極的で短期的な志向を とらせるおそれがあること
に注意 しなければならない。そ して実際にも,一 般に米国の企業あるいは事業
部長 が短期的視野を とる傾 向があることは よく指摘されるところである。
これにたい してわが国では,利 益業績基準 としては利益額を用いる企業が多
べ,し かも多 くの企業は利益業績以外の他の複数の評価基準 も同時に用いてい
る。 このような評価基準は1事 業部長にたい して積極的な成長性志向を与える
飼 この問題を解決するためには,事 業部の収益性評価と事業部長の業績評価とを区
別すればよい。すなわち,前 者についてはあらゆる本社費や共通部門費(お よび本
社や共通部門の資産)を 配賦するが,後 者については明確な配賦基準のない費目に
ついては事業部への配賦を避けたり,あ るいは評価基準について適切な目標水準を
設定し,それにたいする実績を評価する,と いう方法が考えられる。しかし実際に
は,た とえ会計上の区別を行なったとしても,事 業部長の業績評価にあたって,そ
れを事業部の収益性評価と明確に区別しないという傾向がある。〔12〕p.46を参照。
{37)〔12〕p.30。
㈱ リー スどクールの調査によれば,投資センターの評価基準として,資本利益率のみ
を用いる企業が65%,資 本利益率と残余利益(residualincome)の2つ を用いる
企業が28%,残 余利益のみを用いる企業が2%で あり,その他の方法をとる企業は
4%に すぎない。 〔12〕P.30.
{39}〔15〕335-336頁o
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とともに,長 期的収益性の基礎 となる成長力を築 くのに役立 ってきた ものと思
われ る。 しか しなが ら,事 業部の業績評価基準 として資本利益率を用いる企業
が少ない とい う事実は,わ が国の企業では資本の収益性を厳密には測定 しよう
としない傾向がある,と い うことを意昧 しないであろ うか。今後なお調査 して
みなければな らない。
最後に,事 業部の自己充足性については,概 してわが国のほ うが米国よりも
それは小さいといえる。 とくに目立つのは,わ が国では共通的物流部門を設け
る企業が多 く,か つそれが全社の物流活動に占め るウエイ トも大きいこと,お
よび,本 社スタッフ部門予算の全スタッフ予算にしめるウエイ トが大きいこと
である。このことは,米 国に比 してわが国の事業部長の意思決定の自主性が概
して小さいこととも符合する。そ してまた,わ が国では本社の力が強い と一般
にいわれていることとも一致 している。
事業部の自己充足性に関して,米 国の実態で注意 しなければならないのは,
共通的職能部門を もつ企業の割合はわが国よりも小さいけれども,そ れを設け
るときには,そ れが事業部へ貢献する程度は概 してわが国よりも大きいことで
働 る。 とくに研究開発職能について顕著である。これは どのよ うに説明すべき
であろうか。
事業部の自己充足性についての日米の相違を説明する一つの要因は,多 角化
活動㊧展開お よび事業部制採用における歴史的な相違であろ う。わが国では,
⑳
多角化活動は米国 よりも遅れて比較的最近にな って急速に展開されてお り,ま
た,事 業部制 も比較的最近に採用 した企業が多い。職能制か ら事業部制へ組織
形 態を変化させても,は じめの うちは本社 と事業部 との間の仕事の分担が明確
でな く,あ るいは人材の不足のために,あ るいは物理的に分割が困難なために
本社に多 くの職能が残 されるであろう。わが国において本社のウエイ トが大き
い理 由の一つはここに求め られるか もしれない。事業部制組織が確立 して くる
と,一 方では本社に残 してあった職能を徐 々に事業部に移 し,事 業部の自主性
⑳ 〔19〕25-48頁を参照。
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.を 高めてい く。他方では,事 業部制組織において本社で遂行すべき特有の職能
が認識 されて くるものと思われる。米国において,共 通的職能部門を設け ると
きにぽ,そ れが事業部へ貢献する程度は概 しておが国よりも大きいとい う現象
がみ られるのは,あ るいは このようにして説明できるかもしれない。
以上にお吟てはジ事業部制採用企業のみを対象にして 日米比較を行なってき
た。た しかにそれが本稿の目的であったわけであるが,日 米の相違点を検討す
るにあたっては,も っと視野を広める必要があろう。最後にわれわれは,(製 造業
_(41)
における)事 業制採用企業の割合が米国では95%に も達す るのにたい して,わ
1・ 働
が国では(一 部事業部制企業を含めて)そ の割合は6i%で あるとい う事実に注意
しなければな らない。 この相違は上述 した日米の多角化活動の歴史的展開のち
がいに よってかな り説呪できるが,そ れだけでは十分でない。米国には事業部
制の採用を促進する他の要因があ り,日 本には事業部制への変更を抑制する他
の要因があ るのではなかろうか。そ して,そ れらの要因が事業部制組織におけ
る日米の相違に も関連 して くるもの と思われる。
IVお わ りに一 事業部制組織の管理理論を求めて
以上においてわれわれは,ア ソケー ト回答企業全体についての集計結果にも
とづき日米比較を行なった。仮説検証型の調査ではな く,い わ ば模 索 的 な
(exploratory)も のであ り,ご く素朴な記述統計数値の比較を行なったにす
ぎない。ここでの日米比較は,と くにわが国の標本数が非常に少ないために,
極めて暫定的な ものである。またアソケー トのデザイソや文章に もパ不適切な
,
ところや回答 者を誤解 させ る ところが あ ったか も しれ ない。
H.2で も述 べた ように,日 米比較 を厳 密に行 な うためには,事 業部制に特
徴的 な組 織現 象のあ り方 に影 響を及ぼす 主要 な要 因を コソ トロールす る必要 が
働 既述のように,ヴ ァンシルの調査では95%(脚 注⑩を参照)で あり,・リースとク
ールの調牽では96%(皿.2(1)を 参照)で ある。いずれ も,一 部事業部制を含むも
のと思われるσ
働 経済同友会の調査(脚 注(9)を参照)1
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あろう。そのために1ま,ま ずは じめに,事 業部制企業間にみ られる組織現象の
相違を説明する要因を追求 しなければな らない。一つの要因 として多角化の程
L
度が考えられるが,回 答企業数が少なか ったために,多 角化度 と事業部制組織
のヴァリエーシ ョソとの間の関係を究明することは断念した。
ヴァソシルのばあい,企 業の多角化の程度をル メル トに したがって4つ のカ
テゴリーにわけ,多 角化度 と事業部制組織に特徴的な諸変数との間に次のよう
な関係を見出 している。すなわち,多 角化度が,S戦 略→D戦 略→R戦 略→U
略戦とすすむにつれて, '頓3)
(1)事 業部の自己充足性は大き くなる。
(2)騨 諏 たいす破 確 本を講 する蝶 の割合糟 大し・またよ吻
くの資産項 目を資本計算のベースに含めるよ うになる。
(3)事 業部にたいする本社スタッフ部門費の配賦方法として,配 賦 される金
額を 事業部長がよりよくコソ トロールできる方法(た とえば按分方式 より
も利用量にもとつ く賦課方式を とるばあいほ うが,事 業部長は配賦額をよ
{4励ノ りよくコソ トロールすることができる)を より多 く用いるようになる。
(4)事 業部にたいする投下資本額測定のベースになる資産額の配賦にあたっ
ても,事 業部長が配賦額をよりよくコソ トロールできる方法によることが
㈱
多 くなる。
(,)韓 部長の欝 額噂 業部の利益業績とよ樒 接に関連づけら摘 響
團
(6)事 業部長の意思決定の自主性は より大き くなる。
そ してヴァソシルに よれば,事 業部制組織の設計において中心的な問題は,
企業の多角化の程度や経営理念に適合するように,事 業部長の意思決定の自主
性の程度を定めることにあると主張する。か くて,事 業部制組織の管理理論 と
㈱
㈹
但5}
㈹
㈲
羅8}
〔17〕pp.265-266,p.27b,表E-4,5.
〔17〕p.345,p.356,表G-10,11.
〔17〕p.240,p.257,表D-17,18.
〔17〕p.345,p356,表G-12.
〔17〕pp.296-297,μ322,表F-11.
〔17〕p」295,p.319,表F-8.
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して,事 業部長の意思決定の自主性を中核 とし,そ のまわ りに,そ れに影響を
㈹
及ぼす諸要因を配 した図4を1つ のモデルとして提示 している。ヴァソセルに
よれば}事 業蔀長の意思決定の自主性の程度について,本 社経営者の意図と事
業部長の知覚とが一致するとき,有 効な経営が行なわれるもの と考え られるの
㈹ ・
である。・
図4事 業部制組織の管理理論のモデル
事 業 戦 略本社経営者 多角化戦略
理念 ・ス・・ル 韓 の広が・ 暢 セ裂 義 ト
管 理 プ ロ セ ス
方針 ・手続
????????
??
??? ??????
???????
事 業部長の
知覚した モ死く
管理的
コントロール
配賦される
費 用 ・資産 の'
測 定 方 法
権 限 構 造
物的資源の
管 轄権
%ン
報酬 システム
へ
出所 〔17〕p.128.(若 干修 正 した)
働 この図の説明については 〔17〕pp.127一132を 参照。この図における「権限構造」
は,原 図では 「責任構造」となっているカミ誤 りと思われるので訂正した。
6① ヴァンシルのばあい,「事業部長にたいする質問調査票」で調査iされる「事業部長の
意思決定の自主性」は事業部長の知覚したものとして測定されており,本 社経営者
の意図したものとは区別している。本社経営者は種々め影響要因を適切に設計する
ことによって,事 業部長の意思決定の自主性の望 ましい程度についてその意図を表
・朋す るけれども,そ れを事業部長がどのように知覚ずるかはまた馴の聞題であると
.するのである。そして,事 業部長の知覚をフィー ドバックして,(本 社スタッフ部門
や共通部門の)「 費用 ・資産の配賦」,「費用 ・資産の測定方法」,「報酬システム」
の く再)設 計を行な う必要惟を示すために,こ れらの3つ の要因と 「事業部長の意
思決定の自主性」との間の線は両方向に矢印がつけられているのである。
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事業部制組織の 日米比較は,こ のモデルがわが国でも妥当であるかどうかの
検討を中心にすすめれ ば,よ り明確で,ま た示唆に富む結果がえられるであろ
う。今後の研究課題 としたい。
アンケー ト回答企業リス ト
(事業部制採用企業のみ,コ ード番号順)
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